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今村都南雄訳『官僚はなぜ規制したがるのか 
──レッド・テープの理由と実態』 
勁草書房2015年
日　高　昭　夫
　 本 書 は、Herbert Kaufman, Red Tape: Its Origins, Uses, and Abuses 
（Brookings Institution Press, 2015）の全訳書である。原著の初版は1977年に公
刊されているが、ブルッキングス研究所の創立100周年記念事業の一環
として、2015年に「ブルッキングス名作シリーズ」（the Brookings Classics 
series）の一冊として再刊されたものである。タイトルは、直訳すれば
『レッド・テープ――その起源、利用、濫用』となろうが、原著の表題
をそのまま採用せずに訳書のような表題とした事情については、本書の
冒頭で今村による懇切な説明がある。
　「レッド・テープ」の語源は、17世紀の英国で役所の公文書を文字通
り「赤いひも」で括り保存した慣行に由来するが、そこから役所風の、
とくに前例や形式を重んじる事務処理の仕方や煩わしい提出書面の作
成・手続きなどを批判的にとらえる社会的用語として使われるように
なった。日本ではそれが「繁文縟礼」と訳され頻繁に用いられた時期が
あったものの、今日ではその意味も読み方も知らない世代が多い。かと
いってカタカナ表記の氾濫する昨今でも、「レッド・テープ」の認知度
は専門用語の片隅にとどまっている感が否めない。しかし、「レッド・
テープ」のテーマ自体はきわめて今日的であり続ける。「こうした諸点
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について思案をめぐらせた結果」、訳書のような表題が採用されること
となった。すなわち、本題には「官僚はなぜ規制したがるのか」という
思い切った意訳を採用しつつ、同時に今日的テーマであり続ける「レッ
ド・テープ」という用語にも改めてスポットライトをあて「レッド・
テープ研究の進展を願って」、副題に「レッド・テープの理由と実態」
を採用したのである。こうした翻訳上での今村の試みは果たして成功し
ているといえるだろうか。
　「繁文縟礼」の意味を四字熟語辞典で調べてみると「規則や手続き、
また、礼儀作法などがこまごまと決められていて、煩わしいこと」と記
されている。また、「レッド・テープ」を大辞林で引くと「お役所風の
形式主義。過度に形式上の手続きを尊重すること。官僚主義。お役所仕
事」と説明されている。「繁文縟礼」にせよ「レッド・テープ」にせよ、
それらの邦語が官僚組織の形式主義を揶揄する意味合いの用語にとど
まっているとするならば、今日それが死語に近いというだけでなく、そ
の用語を直訳するだけではカウフマンの議論の全体像を捕捉することは
到底困難ではないかと思われる。というのは、それがまさしく本書の
エッセンスでもあるのだが、カウフマンの論じる「レッド・テープ」と
は、政府による規制とそれに伴う行政管理活動の全般にわたる事象を含
意しているからである。今村が「官僚はなぜ規制したがるのか」をメイ
ンタイトルに採用した所以であろう。この工夫は、カウフマンの議論の
射程の広さを邦訳の読者に伝える効果的なメッセージとして機能しえて
いるのではないかと思う。
　なお、アメリカの著名な行政学者であるハーバート・カウフマン
（1922年‐）の略歴と代表的な研究業績については、「訳者あとがき――
解説を兼ねて」を参照されたい。
　さて、本書の構成は次の通りである。
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　本書の表題について
　序文
　緒言
　はじめに
　第Ⅰ章　嫌悪の対象
　　 ₁　あまりに多い規制要件
　　 ₂　「ポイント外れ」の規制要件
　　 ₃　沼地
　　 ₄　スケープゴート
　第Ⅱ章　私たち自身が作ったもの
　　 ₁　思いやりがいかにレッド・テープを産み出すか
　　 ₂　代表性とその帰結
　　 ₃　多様性、不信、民主主義
　第Ⅲ章　糸巻きを回し直して
　　 ₁　不毛な一般的治癒策の探求
　　 ₂　症状の治療
　　 ₃　死、走性、そしてレッド・テープ
　訳者あとがき――解説を兼ねて
　事項索引
　機関・組織別索引
　人名索引
　カウフマンは、「はじめに」の冒頭でこう述べている。「レッド・テー
プはどこでも見られ、また、どこでも嫌われている。人間の精神から生
み出されたもので、これほど不人気でありながら、どうしてこれほど広
く、これほど永く生きながらえているのだろうか。本書が取り上げるの
は、このミステリーである。」これを読み解く手順が示される。まず何
がどういう理由で忌み嫌われているのかを第Ⅰ章で扱い、第Ⅱ章でそれ
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を産み出している社会・政治制度について考察し、そのうえで第Ⅲ章に
おいてレッド・テープ問題に対する対処法への展望を考察する。カウフ
マンによれば、「レッド・テープは私たちの諸制度の上にある突起物
（excrescence）というよりは、むしろその中核（core）にある」存在であっ
て、「まじめに立ち向かうことを求める主題」である。カウフマンの扱
うレッド・テープ問題は、いわゆる「お役所仕事」として嘲笑や揶揄の、
あるいは時にバッシングの対象となって終わるだけの「無用の長物」
（excrescence）どころか、私たちの社会・政治制度に深く根差した「核心
（core）」をなすものだというのである。
　では、その意味するところの要諦を、章立てに従って紹介してみよう。
第Ⅰ章　嫌悪の対象
　誰もがレッド・テープを嫌っている「ように見える」。この見せかけ
の「一致」が、レッド・テープという用語がさすおそろしく様々な組織
活動の実際や組織の特徴の「重要な違い」を覆い隠している。この用語
には「共通の不平」が埋め込まれているからだ。
１ 　あまりに多い規制要件
　各自がおのおの別々の形態のレッド・テープを、しかし同じ理由に
よって嫌悪する。その同じ理由というのが、政府、特に巨大化した連邦
政府のあまりに多い規制要件である。連邦議会では通常会期に1,000頁
を超える法律を生み、連邦裁判所は毎年数1,000頁の決定と意見を公表
し、連邦行政機関は年間 ₅ 万頁以上の諸規制を量産する。政府機関が発
する文書の流れは洪水の域に達し、容赦なく増加の一途をたどってい
る。加えて、政府が人々に提出を求める資料の分量も「まぎれもない脅
威」となっている。提出資料の総数は ₁ 年当たり20億を超えると推定さ
れる。疑いもなく誰も彼もが、レッド・テープによって息が詰まる思い
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をしはじめているのだ。
２ 　「ポイント外れ」の規制要件
　しかも、こうした政府の課す制約条件のすべてが理にかなっているわ
けではない。次のように、それを課される人々にとって規制要件が「ポ
イント外れ」で意味不明（pointless）と感じられる場合があろう。
①「不適切」な要件
　経済センサスのように情報提供を強いられた多くの人びとにとってほ
とんど価値を感じられない大量の統計情報の収集業務の事例や、職業安
全衛生法の要求にしたがって雇用の記録文書の作成を強いられる小規模
小売業者が実はその法律の対象産業から除外されている事例などの「不
適切」要件が紹介される。連邦政府が要求したり禁止したりすることの
多くが無用で不適切であると非難される原因となる。
　
②重複し矛盾する要件
　規制の内容が必要かつ適切だと人びとが認める場合でも、その手続き
の重複や矛盾・曖昧さが不興を買うことがある。類似の情報を複数の連
邦機関に報告しなければならず、また同一の情報でも連邦と州の両方の
行政機関に報告しなければならない例など、縦割り行政や管轄権の違い
による重複行政やいわゆる二重行政の問題などが指摘される。また、政
府の求める要件が、情報公開とプライバシー保護のように、ある条件を
満たすと別の条件に反するように引き裂かれたり、規定内容が曖昧にさ
れていたりするように思われるものもある。それに行政現場での曖昧な
決定による不確実性が加わると、人びとにジレンマを課し負担をかける
こととなる。
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③惰性
　要件が定まり実務が制度化されると、その必要を生み出した諸条件が
消失してしまっても、長いことそのやり方が持続されがちとなる。「時
代遅れで古色蒼然」とした慣例が続いていたり、多大なコストをかけて
微少な便益しか得られないやり方でも、不祥事などの失策を犯さないた
めの方策として、長きにわたって奨励され継続されたりする。点検が行
われても、それを正すほうがコストが大きければ存続しがちだ。しかし、
こうした惰性あるいは前例踏襲が露見すると全体の体制に不信を招く。
④失敗に帰したプログラム
　さらに、レッド・テープの議論の中には、政府によるコントロールそ
のものを正当化できない、したがって政府が課す規制の必要条件を概し
てレッド・テープだとみる人びともいる。政府の規制はその目的に反し
て、事態を悪化させている。規制プログラムは、規制対象の業者に便益
をもたらし、果ては規制当局の行政職員も業者と価値観を同じくして利
益共同体を作る。その結果、不正の温床になったりコストの増大をもた
らしたりする。こう考える人びとからみれば、規制プログラムは失敗で
あり、それに伴う制約条件は無用なレッド・テープである。もちろん、
違法行為への防止システムが作動すれば規制も有効ともみられようが、
違反率をわずかに減らすために多くの人びとに迷惑をかけることは引き
合わないという。
３ 　沼地
　スピード感に乏しい行政対応も遅延とみなされレッド・テープ呼ばわ
りされる。精神疾患の青年の再入院後の障害給付金の申請が却下されて
長らく放置された事例のように、仮にそれが代表的とはいえないような
極端な事例であっても、連邦議会の議員による議会委員会証言やマスメ
ディアの報道にさらされると、政府はレッド・テープの沼地であるとの
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確信は社会にさらに広がることになる。
４ 　スケープゴート
　レッド・テープの原因をめぐって、官僚の世界についての相互に矛盾
する二つの見解、いわば陰謀説と無能力説がある。前者は、官僚が自ら
の権力を強化し自分たちの仕事を擁護するため、膨大な文書と手続きの
迷路、おびただしい専門用語で武装し、インサイダーの専門家以外には
通り抜けできないようにしている、とする説である。後者は、官僚が愚
鈍で怠惰なため、先取の対応を求める代わりに細々とした詳細なルール
を定め、事実やその結果の及ぼす影響を勤勉に追究する代わりに不適切
で的外れな規則を乱造し、いつまでも時代遅れのやり方に執着し、その
結果、問題の解決もかなわない、とする説である。ただ、いずれの説も、
「説得的な説明」にはなっていない。
　官僚もレッド・テープの犠牲者である。非常に多くの法的、政治的制
約を被っている。法令はもとより、姉妹機関の規制、司法決定、執政部
の命令、省庁の指示など法的規制に従う。また、有力政治家や利益集団
との調整、実務を取り仕切る部下の独立性、顧客集団の要求、メディア
対応など政治的制約も多い。政治的リーダーである公職者もまたレッ
ド・テープによる制約を受け、政治的支持に対する応答が不十分になる
としてフラストレーションをためる。
　たしかに公職者や官僚はレッド・テープに責めを負うが、彼らにその
非難が集中するのは、レッド・テープ問題としてみんなが憤慨する政府
の作為や不作為の「人格化した存在」が公職者や官僚だからである。彼
らは文字通りの「スケープゴート」である。
第Ⅱ章　私たち自身が作ったもの
　「レッド・テープとして非難される、政府の打ち出す施策要件や禁止
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事項の大量な流出」の源泉は、私たち自身にある。まずは、それを「思
いやり（compassion）」と「代表性（representativeness）」という政府の価値特
性から説明しよう。
１ 　思いやりがいかにレッド・テープを産み出すか
①お互いから人びとを守ること
　食品や薬品の安全性の保証といった損害の事前防止（予防）のための
政府による市場や社会への介入の社会的要請の拡大は、政府による諸種
のコントロールとそれを実施するための行政機関の創設を生み出す。そ
して各機関は大量の行政規則と規制、命令、裁決を下す。かくして、大
量な政府からの施策要件および禁止事項に誰もが遭遇するのだが、その
多くは、特定の人びとがほかの人びとから傷つけられるのを守るための
政府の努力に負うものなのである。
②苦難を軽減すること
　かつては家族や隣人、民間チャリティー団体や地方政府の役割とされ
てきた社会保障などの分野も連邦政府の守備範囲となってきた。また、
農業や特定の産業分野への連邦補助政策も拡大してきた。困っている人
びとや組織が自分たちの苦痛を軽減すべく連邦政府に求める貢献を背景
に、様々な分野で多様な行政サービスが生まれる。特定の対象者に向け
た特定の政府プログラムが開始されると、ただちに誰が「対象」となる
かをめぐる立法・行政上の指示と公平性をめぐる紛争が急増する。そこ
で、たとえば障害者給付金の受給資格をめぐる「障害」の定義について、
明細な法律の条項に加えて、おびただしい数の精緻化された運用基準を
定める行政規則が必要となる。かくて、人道にかなった目標は紙のブリ
ザードをさらに大きくする。
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③システム崩壊に先んじて
　経済・産業システムの崩壊を事前に防止し、それによって政治システ
ムを維持する連邦政府の介入も、大量の法律と規則を随伴し、そこから
各種の政策プログラムと行政機関が生まれる。かくして、政府の規模が
増大し、政府活動や手続きの数量と複雑さが増大する。
④思いやりと方便
　こうした「思いやり」の背後には、政治社会の秩序と継続性の維持を
もくろむ公務従事者の自己利益にかなう政治的方便があることも確か
で、その両者がレッド・テープの源泉となる。
２ 　代表性とその帰結
　政府の専制を防止するための安全装置である政府の代表性もまたレッ
ド・テープを生み出す源泉となる。
①適正手続
　適正手続の担保は、政府活動によって影響を被る人びとに意見表明の
公平な機会の保証を行政に義務づけ、権力の恣意性を防止することを目
的とする。手続的公正の諸要件について法的拘束力を定めた行政手続法
は、行政機関の規則、命令、許可についての決定と、その公布までの過
程に適用される。これにより、行政機関は自らの手続きを公式化、精緻
化せざるを得なくなる。
②代表、合理性、行政の有効性
　意思決定過程への利害関係者の公平な参加手続きは、あらゆる選択肢
を考慮することを求める意思決定の合理性と行政の有効性にも寄与する
が、これらの諸価値の同時的追求は、さらなるレッド・テープをもたら
す。手続きの公平性だけでなく、特定の利益集団の公的決定への参加を
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促進することで、見逃される選択肢を狭めるという決定の合理性と行政
の有効性を担保しようとする。そのために、特定の集団のスポークスマ
ンとなる省庁や行政機関を設置したり、利益集団のメンバーを行政機関
や諮問委員会に取り込んだりする。これに対して公共の利益に反すると
いう批判もあるものの、こうしたやり方は貧困撲滅戦争など新しい分野
にも拡大している。政府決定への外部集団の参加の増大は、それに対応
する政府内部の新たな手続きの増殖を促す。かくして、政策執行の活動
力をそぎ、レッド・テープのコストを増大させる。それでもなお、私た
ちは代表性の価値として主張される便益を得るために代償を払うのであ
る。
③政府を公共のものに保持すること
　莫大な財政の運用や行政裁量権をもつ政府職員は多様で巨大な誘惑に
さらされる。その一方で、公共の資産や公的裁量の濫用は代議制の基盤
を腐食させる。そこで、不正や腐敗を未然に防止して清廉性を保持する
ため、監視者を監視する監視者がいて、さらに彼を監視する監視者がま
たいることになる。こうして、代表性という高尚な理想主義が、政府の
要求事項と禁止事項を増やして曲がりくねった政府の迷宮化を促し、そ
の結果、レッド・テープの繁茂した成長に寄与することになる。
④代表をともなう課税
　代表性という理想が普遍的な不満を生む典型の一つが課税の分野であ
る。多様化した民主的政治社会ではほとんどの利害が直接間接に税の決
定に影響を持つ。課税は、税源の調達手段であるだけでなく、誘導的な
政策課税により経済管理の手段にもなる。また、多様な利害関係者が自
分たちの税負担の軽減、減免措置を求める。こうして、代表性をともな
う課税はますます複雑化、精緻化する。その結果、衡平性と合理性から
ほど遠いものとなり、誰もがぶつぶつと不平を口にする。
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３ 　多様性、不信、民主主義
　思いやりと代表性に加えて、多様性と不信と民主主義とが、私たちを
悩ます大量の制約条件と扱いがたい手続きを生み出す原因となる。この
意味において、レッド・テープは私たちが私たち自身にもたらしたもの
である。
第Ⅲ章　糸巻きを回し直して
　レッド・テープは、産業社会の有害な副産物と同一ではない。産業社
会の廃棄物であればその削減やリサイクル、安全な処理について（核廃
棄物のような新たな脅威への立ち向かいはあれ）一定の合意がある。しかし、
ある人にとってのレッド・テープは、ほかの人にとっての「聖なる保
護」となりうる。そのため、首尾よい成果を得る一般的な治癒策を考案
することが困難なのである。
１ 　不毛な一般的治癒策の探求
　レッド・テープを一掃するという四つの提案を順次検討してみよう。
①政府を縮減するということ
　まず、レッド・テープの主な原因を連邦政府の規模に求め、連邦政府
活動のドラスティックな削減が提案される。連邦政府への不信はジェ
ファーソン主義者にみるようにアメリカ建国当時からの伝統であった
が、その後、産業社会の成長に伴い連邦政府の規模と守備範囲は拡大の
一途をたどった。しかし、近年になって、連邦政府の規制とサービスの
便益が人びとを欺くものでしかないのに、レッド・テープの負担とコス
トの重みが現実化してきた。政府の家賃統制や公的扶助などの補助金の
例にみられるように、規制の緩和や補助金の見直しを求める議論が大き
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な影響力を持ち始めている。
　しかし、その魅力にもかかわらず、強力な対抗要因が作用して、包括
的な政府の縮減を妨げる結果となろう。その対抗要因の主たるものは、
レッド・テープの徴表たる制約条件が抑制しようとしている人間の邪悪
さと愚劣さ（汚染食品や低品質ミルク、不正表示、悪辣な株式操作、マイノリティ
や女性への差別、環境破壊、貧困、汚職や権力乱用などなど）が、規制緩和によ
り再現されることへの懸念である。もう一つの対抗要因は、現行のプロ
グラムやサービスに埋め込まれたサンクコスト（埋没費用）である。規
制緩和やサービスの縮減には、既定の制度条件のもとで受益を得てきた
既得権益集団の苦痛と難儀をもたらす。レッド・テープを取り除くこと
は、利益と不利益の双方を含む。
　アメリカ政治社会では、多様な利益集団の存在が政府の縮減に対する
対抗を増すことになろう。仮に、レッド・テープを減らす最善策として
の連邦プログラムの終結に誰もが総論賛成であっても、各論での反対者
たちが相互に手を結び票の取引を行うログローリング（丸太転がし）の結
果、姿を消す物事は何もなく、全面的な巻き返しは粉々になるだろう。
また、レッド・テープについての苦情にもかかわらず、政府の作為の不
十分さや不作為を非難する出来事のたびに、従前の政府活動の持続や拡
大を強く支持する主張は絶えない。それに応じて、規制条件が増え、
次々に新しい組織、プログラム、活動が立ち現れる。そして、より大き
な政府は部門間の調整の組織も必要とする。かくて、政府の縮減を求め
るロジックは厳しい現実に直面する。
②連邦権力の移譲
　次に、連邦政府の規模を縮減するため、連邦業務を州・地方政府に移
管すべしとする提案がある。これは、レッド・テープ問題の原因を連邦
レベルへの活動の集中にあるとする前提にたつ議論で、一般的削減では
なく、諸活動の州あるいは地方への分散策が処方される。こうした権限
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移譲の望ましさは、地方のニーズや諸条件が考慮され、地方利益が政策
形成に参加する機会になり、かつ、迅速な処理も可能となることに求め
られる。
　しかし、移譲戦略がレッド・テープの苦情を減らすかどうかは推測の
域を出ない一方で、移譲には強力な対抗要因もある。まず、国家政策の
散逸の問題である。憲法で保障された権利の侵害は連邦だけの問題では
ない。その救済には再び連邦の介入が求められる。あるいは、連邦から
地方への紐付き補助金は、細かな補助要件を定めて連邦の政策意図を地
方に代行させるものだが、その様式がレッド・テープと結びついている
にもかかわらず、それを取りやめて地方に移譲することにすれば、その
政策効果は不安だと感じる人びとがいる。画一性が衡平性や平等性を必
ずしも保証するわけではないのに、地域的差異に憤って政策の画一的適
用を支持する見方が移譲を妨げるのである。また、エネルギー保全のよ
うにそもそも移譲が有効でない政策分野もある。かくして、中心からの
遠心的な力と等しく中心に向かう求心的な力がいつも存在する。
③権限の集中化
　分散が強まると求心も強まる。断片化それ自体がレッド・テープと非
難されるようになる。分権化されたシステムは、多様な方針、制定法、
規則、規制、決定を生み、無数の制約条件、重複した手続き、拒否権、
管轄をめぐる紛争など、相互の折り合いをつけるのが難しい。効率性も
見過ごされる。そこで、1960年代の貧困撲滅戦争時に大統領府に経済機
会局が設置されたように、権力の集中が提言される。しかし、それに
よって管理レベルの重層化や意思伝達経路の長さなど中枢部の輻輳を生
む。権力の集中もその分散化と比べてレッド・テープの追放に何ほども
成果を挙げられず、時に問題を大きくする。
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④金銭インセンティブの操作
　最後に取り上げるのが「私的利益の公的利用」という提案である。課
税や補助金といった経済的インセンティブを利用して公益を実現する新
しいアプローチである。これにより、政府による規制や直接的な財・
サービスの供給において避けられないレッド・テープや非効率を回避
し、市場と政府コントロールの双方の利点を結合させることが可能とな
る。しかし、この方法がレッド・テープを必然的に減少させるかは「は
なはだ疑わしい。」政府が課す文書作成の苦情の最たる源泉はまさに課
税ではないか。補助金も同様だ。納税義務や申請、課税対象や受給資格、
納税額や補助金額、異議申し立ての諸手続きなど、課税や補助金プログ
ラムはレッド・テープを減らす手立てでどころではない。
⑤万能薬はない
　かくして、いずれの方策も、一時的にレッド・テープを減らすことは
あっても、一般的な治癒策にはならない。レッド・テープはさらなる
レッド・テープを産む。曖昧さを減らすべく規定の精緻化を行っても不
確実な領域が残る。そこでさらに規定の精緻化を重ねて、諸規定の集成
の成長が繰り返される。そこに新たな「抜け穴」が生まれる。それに
「栓をする」規定を公定する。イタチごっこである。それゆえ、万能薬
はないのである。
２ 　症状の治療
　抜本的な治癒策はなくても、レッド・テープをコントロール下に置
き、耐えられる状態にしておく方途はある。それによって「苦痛の緩和」
には役立つ。むしろそれが政治の正常な手法でもあろう。症状に応じて
具体的な苦痛緩和策が検討される。たとえば、文書記録に対する執拗な
不満の集中砲火を受けて設置された連邦文書記録委員会のように、問題
のブレークダウンと各構成要素に対する解決策の具体的な検討を行うこ
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とで成功をなしえた事例がある。通常はもっと日常的な個別の事例への
影響力行使や注意喚起、単一手続きの改善や単純化の取り組みが苦痛の
緩和をもたらしている。議員、ジャーナリスト、裁判所、官僚が、変化
を引き起こす静かな、しか効果的なプレッシャーをかけることで成果を
あげることができる。しかし、有効な資源をもたない大多数の人びとに
とってはカフカの「審判」の悪夢は決して幻想ではない。そうした人び
とを個別に支援する方策も有効である。連邦議員のスタッフによるケー
スワークや連邦情報センターによる情報提供や相談などである。また、
政治に対して市民の苦情を申し立てるスウェーデンのオンブズマンへの
関心も高まっている。だが、こうした取り組みが、レッド・テープ問題
の終焉を意味するわけではない。
３ 　死、走性、そしてレッド・テープ
　レッド・テープはかくて、生命の不可避性としての死および走性と同
様の位置を占めるもの、あるいはそれ以上に耐久性があるものとなって
いる。人が自己の裁量と他者への制約との適切なトレードオフの条件下
で生きるしかないとすれば、私たちはレッド・テープとともに生きるこ
とを学ぶしかない。
　そのためには、レッド・テープの正味のコストを最小化しその便益を
最大化すべく、「臨床的なアプローチ」をとるほかない。将来コンピュー
タで自動化された社会において、社会システムの集中化された操作やプ
ライバシー侵害のリスクと実務の雑用の軽減とのトレードオフを選択す
るとしても、レッド・テープは今日と姿を変えて存続し、それを取り除
くことはできないだろう。人類が見せる前進の多くは、間違った楽観主
義に立つことからではなく、厳しい現実を直視することからもたらされ
る。レッド・テープが根絶できない「敵」だとするのは、あきらめずに
その闘いに加わることを意味している。
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　以上、できるかぎり論旨に沿ってカウフマンの議論を紹介してきた。
ここでは豊富な事例の紹介はすべて割愛した。本書の中でカウフマンが
議論している「レッド・テープ」問題の射程が、主としてアメリカ連邦
政府レベルに焦点をあてたものであるとはいえ、政府の活動、なかでも
行政管理活動の全般に及んでいることを確認できるだろう。それは、現
代の民主政を支える行政基盤そのものに根差した問題である。したがっ
て、提示される治療の処方箋も一見華々しい根本的な治癒策の提案では
なく、現実政治に即した「臨床的」方策である。
＊　　　＊　　　＊
　それにしても、40年近くも前に出版された『レッド・テープ』を今に
なってあえて邦訳する意義はどこにあるのだろうか。
　最初に紹介したように、本書は2015年にブルッキングス研究所の創立
100周年記念事業の一環として再刊された。そのタイミングもあったか
もしれない。しかし、今村は、訳者あとがきの中で、「前任校（中央大学）
を離れるときの記念研究会で最終講義に代わる報告を終えたあと、その
席上で今後の仕事について尋ねられた際、せめて、翻訳するのに値する
ような薄めの英書を訳してみたいと答えたことがある。そのとき私の念
頭にあった一冊が本書であった」と記している。2010年 ₁ 月のことであ
る。少なくとも、再刊の ₅ 年以上前から邦訳を構想していたことになる。
　カウフマンが描いた官僚制の姿は、1960年代から70年代半ば以前の時
期を中心としたもので、良くも悪くも、Ｄ・ワルドーのいう「行政国家
（administrative state）」の全盛期である。その後、1980年代から90年代以降
になると、本書でも話題になっていた規制緩和や地方分権の動きが世界
的な潮流となり、市場メカニズムやそれに擬したメカニズムと民間企業
経営の手法を行政管理のベースに据える「新しい公共管理（new public 
management, NPM）」の運動が、特に英米を中心としたアングロサクソン系
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国家を席巻するようになった。その影響は、部分的ではあれ、日本の行
政にも、自治体をふくめて少なくない影響を及ぼしている。また、90年
代後半以降になると、「公共性」の見直しが繰り返し問われ、国家的公
共性の後退が議論される。それに代わる市場的公共性や地方的公共性、
さらに市民的公共性が盛んに論じられるようになる。国家官僚制と市場
という伝統的な ₂ 項対立を超えた、多元的で多様な公共性の担い手の出
現を期待する「新しい公共」である。その手法として公民連携（public-
private partnership, PPP）などの議論も注目される。政治学や行政学の領域
で多用されるようになった「ガバナンス」状況である。
　こうした趨勢を考慮すれば、カウフマンの議論は、今日の時点でみる
といかにも時代遅れで、すでに決着のついた「行政国家」時代の問題な
のではないか、という疑問も生まれて当然のような気がする。あるいは、
時代遅れとはいえないまでも、せっかく制度改革もなされ、これから制
度定着をはかるべき規制改革や地方分権改革に水を差すことになりはし
ないか、と懸念する向きもあるかもしれない。
　もちろん、だからといって「古典」を紹介する意義がないということ
にはならない。けれども、数多くの古典の中から、今村がカウフマンの、
しかも『フォレスト・レンジャー』ではなく『レッド・テープ』を選ん
だのはなぜか。なるほど「薄めの英書」には300頁を超える大作 The 
Forest Ranger: A Study in Administrative Behavior は当たらないかもしれな
いが。
　翻って、主に1980年代以降の日本の行政改革、特に規制改革の流れを
簡単に振り返ってみよう。すでに1961（昭和36）年に設置された第 ₁次
臨調の時点で行政の非効率を正す「許認可等の見直し」や「内閣機能強
化」の提案がなされていたが、その20年後の第 ₂次臨調では「許認可等
の整理合理化」とあわせて「民間活力の助長」という観点から経済規制
緩和への萌芽がみられる。その方向を明確にするのが1983（昭和58）年
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に始まる第 ₁次行革審から第 ₃ 次行革審までの流れである。規制緩和・
改革を公式のアジェンダに据え、1990（平成 ₂ ）年の第 ₂次行革審の最
終答申では公的規制の実質半減が目標とされた。また、第 ₃次行革審で
は1991（平成 ₃）年に公正・透明な行政の実現のため行政手続法の制定
が答申され、1993（平成 ₅ ）年にはアクション・プログラムの策定と第
三者機関の設置を要請する最終答申をしている。これを受けて、平成 ₆
年12月に、第三者機関としての行政改革委員会が設置され、「許可、認
可等行政の各般にわたる民間活動に係る規制の改善の推進に関する事
項」の実施状況の監視が行われるとともに、一連の規制緩和・規制改革
のアクションプランが策定・推進されている。そうした流れは、今日の
内閣府規制改革会議を推進・監視主体として、一連の継続した取り組み
となっている。
　こうした行政改革への取り組みを踏まえて、政府は1985（昭和60）年
12月28日の閣議において、「昭和61年度に講ずべき措置を中心とする行
政改革の実施方針について」とする閣議決定を行い、旧総務庁（現総務省）
において許認可等の統一的把握のための全省庁調査を実施してきてい
る。その後、2000（平成12）年 ₄ 月には、全部で475本の関連法からなる
地方分権一括法による機関委任事務の廃止をはじめとする地方分権改革
が行われ、また翌2001（平成13）年 ₁ 月には中央省庁等改革基本法によ
る中央省庁等の大規模な再編が行われている。それに伴い、機関委任事
務から法定受託事務や自治事務に移行するなど、許認可等の事務区分及
び所管に大幅な変更が加えられることとなったことから、新たな集計方
法が採用され、それが今日に至っている。
　この「許認可等の統一的把握の結果について
（1）
」に基づき、2002（平成
14）年から2015（平成27）年までの中央省庁等再編後の用語別許認可等数
の推移を示したのが、表 ₁ である。
　まず、制度変更直前の1999（平成11）年 ₃ 月31日現在での把握を参考
資料として示すと、許認可等件数の合計が11,581件、「強い規制」「中間
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の規制」「弱い規制」に対応する区分別がそれぞれ、4,477件、1,512件、
5,126件、である。これに対して、制度変更後初めての把握調査となっ
た2002（平成14）年 ₃ 月31日現在では、合計で10,621件、各区分でそれぞ
れ、3,985件、1,409件、4,749件、である。これによれば、規制改革や地
方分権改革が、許認可等の件数の削減に寄与しているようにみえる。
　しかしながら、表 ₁ にみるように、その後の許認可等の件数の推移は、
10数年にわたってほぼ一貫して合計件数、規制区分別件数ともに増加し
ていることがわかる。総件数でみると、平成14年10,621件から10年後の
平成24年14,579件へと3,958件、37％の増加である。その後、平成25年か
ら件数のカウントの仕方に一部変更があった
（2）
ために、見かけ上、件数の
若干の減少がみられるものの、それでもその後も許認可等の件数は増え
続けている。少なくとも許認可等の総件数に関するかぎり、かつて掲げ
られた「公的規制の実質半減」どころか、規制総数の右肩上がりの成長
が続いてきたのである。もちろん、その規制形態を、「強い規制」「中間
の規制」「弱い規制」の ₃ 区分で判別した場合、「強い規制」から「弱い
規制」への若干の質的変化がみられることも確かである。たとえば、平
成14年と平成27年を構成比で比べると、「強い規制」は37.5％から31.9％
へと減少しているのに対して、「弱い規制」が44.7％から50.9％へと増加
している。相対的に「強い規制」の割合が減り「弱い規制」の割合が増
えているのは確かである。それを規制の「緩和」というのならばそうい
えるかもしれない。しかし同時に、その絶対件数に着目するならば、平
成14年と平成27年で比較すると、「弱い規制」が4,749件から7,581件へ、
2,832件、60％増加しているだけでなく、「強い規制」も3,985件から4,752
件へ767件、19％増加しているのである。
　ちなみに、平成26年 ₄ 月 ₂ 日から平成27年 ₄ 月 ₁ 日までの ₁年間に新
設、廃止された法律を根拠とする許認可等について総務省が整理したも
のによれば、79件の廃止があった一方で、158件の新設があり、差し引
き79件の増加がみられる
（3）
。ほぼ同様の状況が毎年繰り返されているので
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ある。
　大規模な災害、脱税や株式・企業財務情報の不正操作、建築物や食
品・自動車の環境性能などの偽造、食品への残留農薬の混入や製造工程
での不純物混入、悪質商法や高齢者を狙った詐欺、飲酒運転や高齢者に
よる交通事故、規制緩和で急増した観光バスの事故、ストーカーや虐
待・いじめによる被害など、毎日のように新聞やテレビのニュースを賑
わすこれらの出来事は、それらから人びとを守ろうとする政府の介入を
促すサインである。こうした中から消費者庁など新たな独立官庁も生ま
れた。また、2020年の東京オリンピック・パラリンピック開催にむけて
ゴールドメダルダッシュを願う国民の期待を受けて、議員立法によりス
ポーツ基本法が制定され、新たにスポーツ庁も誕生した。まさしく「思
いやり」と「代表性」が新たな規制と組織を生み出すのである。
　このように、許認可件数についてだけみても、カウフマンが1970年代
に懸念したレッド・テープ問題は、今日の日本においても決して過ぎ去
りし昔日の思い出などでは全くないことがわかる。今村が「本書の表題
について」記した中で強調しているように、「『レッド・テープ』はまさ
しく今日的テーマ」なのである。
　そうなると、というよりは、にもかかわらず、「繁文縟礼」といった古
色蒼然たる漢語はともかくとしても、「レッド・テープ」が「すこぶる限
定された専門分野での学術用語」にとどまっていることが気にかかる。
　1980年代後半ごろから本格化した行政改革とともに、マスメディアの
報道なども介して、根強い公務員バッシングが繰り返されてきた。その
時々のトピックは、汚職や不祥事であったり、官官接待や公費不正支出
であったり、最近の東京都の豊洲新市場問題のような意思決定の不透明
性のような問題であったりして、大概非難に値する出来事が多い。しか
し、その背景には、公務員の仕事ぶり、お役所仕事と揶揄されるような
行政スタイルに対する固定観念が広く流布し、多くの人びとの間でそう
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した言説が信じられている現実があるのかもしれない。こうした根強い
「公務員不信」、それはカウフマンが「スケープゴート」として論じた
ものでもあるが、それを「レッド・テープ」の徴表とイメージするなら
ば、こうした公務員バッシングは、一般に廃れた用語である「レッド・
テープ」をその実質の論拠あるいは基盤としているとみることもできよ
う。そして、その帰結が繰り返される公務員数の縮減である。
　この根強い「公務員不信」とその背景にあるレッド・テープ問題に対
して、政治や行政の研究者はどのように立ち向かうべきなのか。今村は
いう。「概念化の仕方、とらえ方が大事」なのである。「病理は生理に根
ざす」。レッド・テープが官僚制の病理、逆機能の一側面であることは
明らかだろう。問題は、そうした病理が、言い換えれば意図しない結果
が、なぜもたらされるのか、そのことの分析である。「病理」を非難し
排斥するだけでは解決できない構造がその背景にはあるからである。
レッド・テープは私たちが産み出したものでもある。そうした現実を直
視する眼と、「病理は生理に根ざす」といった複眼の視点をもって、制
度と政治と管理との相互作用の観点から、かつて今村が「官庁セクショ
ナリズム」を分析し論じたように、これからの研究者に今村が託した
かったテーマの一つが「レッド・テープ研究の進展」なのではないだろ
うか。原著にはない事項索引と人名索引、また非常に手の込んだ機関・
組織別索引、それに本文の中での懇切なナビゲーションの役目をする訳
注からも、今村のそうした「願い」を感じ取ることができよう。
　終わりに、「書評」と標榜しながら、書き終えてみるとその作法を大
きく外れるような始末となった。その要因の一つは、この「書評」の対
象が、そもそもカウフマンの著作なのか、今村の訳書なのか、その焦点
の曖昧さにあったのかもしれない。もとよりカウフマンの著作自体は
1977年に公刊されたものである。その「レビュー」ということになれば、
再刊されたこの40年間におけるアメリカ連邦官僚制の変遷を踏まえて、
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その議論の「検証」作業が不可避となろう。しかしそんなことが評者に
できるはずもない。しかも、その作業はまさしく再刊の「序文」でフィ
リップ・K・ハワードが見事に成し遂げている。ハワードいわく、「ハー
バート・カウフマンは、政府内部の活動についての20世紀における最も
鋭い観察者」であり、「『レッド・テープ』はいまなお驚くほど新鮮であ
る」と。しかし同時に、「『レッド・テープ』から完全に抜け落ちている
もの、それは人間の責任に基礎をおいた開放的なガバニングのモデルで
ある」として、ハワードは『フォレスト・レンジャー』でカウフマンが
描いた「人間責任のモデル」にたつ政府の再建に期待を寄せている。そ
こで、この「書評」では、カウフマンの議論をできるだけ論旨に沿って
紹介することに努め、今村による翻訳の意義について評者なりの考察を
加えるという作法をとるほかなかったように思われる。
　しかし、その作業をとおして、改めて今村都南雄先生の仕事の一端に
触れ、枯れることのないその研究意欲のほとばしりに圧倒されながら、
消えかかりつつある自らの研究心にもいくらかの灯をともすことができ
た。今村都南雄先生に心から感謝申し上げるとともに、この拙い小論を
捧げたい。また、この書評を書いてはどうかとお勧めいただいた本誌編
集委員長の小笠原高雪先生にも感謝申し上げる。その一言がなければこ
れを書く勇気は生まれなかっただろう。
　注
（ ₁）　この調査で把握対象とされる許認可等とは、「国民（個人及び法人）の申請、
出願等に基づき、行政庁が行う処分及びこれに類するもので、法律、政令、省
令及び告示において、許可、認可、免許、承認、検査、登録、届出、報告等の
用語を使用しているもの」である。平成28年 ₃ 月総務省行政評価局「許認可等
の統一的把握の結果について」
（ ₂）　複数の省庁等が関係する許認可等について、平成24年までは、許認可等の処
分権者ごとに数えていたのもが、平成25年以降は、その根拠法令を所管する省
庁等ごとに数える方法に変更された。注 ₁ に同じ。
（ ₃）　注 ₁に同じ。

